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１【有価証券報告書の訂正報告書の訂正理由】 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第２ 事業の状況 

１ 業績等の概況 

（1）業績 

       事業の種類別セグメントの業績 

２ 生産、受注及び販売の状況 

（3）販売実績 

  

第５ 経理の状況 

１ 連結財務諸表等 

（1）連結財務諸表 

  （セグメント情報） 

       事業の種類別セグメント業績 

  

３【訂正箇所】 

訂正箇所は  線で表示しております。 

  

 

  2006年６月29日に提出いたしました第89期（自 2005年４月１日 至 2006年３月31日）有価証券報

告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するための有価証券報告書の訂

正報告書を提出するものであります。 



第一部 【企業情報】 

第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1)    業績 

（訂正前） 

  

（訂正後） 

  

  

 

  事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

  ① 情報システム関連事業部門 

  情報システム関連事業部門におきましては、売上高は413億83百万円（前期比8.7％減）となりました

が、サービスやソフトウェアなどの利益率の高い部門が伸びましたことにより、営業利益は21億28百万

円（前期比25.5％増）となりました。 

なお、情報システム関連事業部門の2006年３月31日現在の従業員数は531名であります。 

  

  ② 企業サプライ関連事業部門 

  企業サプライ関連事業部門におきましては、建設資材や石油製品については販売数量やシェアが増加

しましたことにより、売上高は2,377億46百万円（前期比10.5％増）、営業利益は48億83百万円（前期

比27.0％増）となりました。 

なお、企業サプライ関連事業部門の2006年３月31日現在の従業員数は885名であります。 

  

  ③ 生活・地域サービス関連事業部門 

  生活・地域サービス関連事業部門におきましては、石油製品の数量の増加やケーブルテレビやインタ

ーネット事業の加入者数の増加などにより、売上高は850億83百万円（前期比33.3％増）、営業利益は

18億57百万円（前期比0.4％減）となりました。 

なお、生活・地域サービス関連事業部門の2006年３月31日現在の従業員数は627名であります。 

  事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

  ① 情報システム関連事業部門 

  情報システム関連事業部門におきましては、売上高は413億84百万円（前期比8.7％減）となりました

が、サービスやソフトウェアなどの利益率の高い部門が伸びましたことにより、営業利益は21億48百万

円（前期比26.6％増）となりました。 

なお、情報システム関連事業部門の2006年３月31日現在の従業員数は531名であります。 

  

  ② 企業サプライ関連事業部門 

  企業サプライ関連事業部門におきましては、建設資材や石油製品については販売数量やシェアが増加

しましたことにより、売上高は2,486億7百万円（前期比15.5増）、営業利益は49億42百万円（前期比

28.5％増）となりました。 

なお、企業サプライ関連事業部門の2006年３月31日現在の従業員数は885名であります。 

  

  ③ 生活・地域サービス関連事業部門 

  生活・地域サービス関連事業部門におきましては、石油製品の数量の増加やケーブルテレビやインタ

ーネット事業の加入者数の増加などにより、売上高は740億47百万円（前期比16.0％増）、営業利益は

21億20百万円（前期比13.6％増）となりました。 

なお、生活・地域サービス関連事業部門の2006年３月31日現在の従業員数は627名であります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(3) 販売実績 

（訂正前） 

  

（訂正後） 

  

  

 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前期比(％) 

情報システム関連事業部門 41,383,965 △ 8.7 

企業サプライ関連事業部門 237,746,392 10.5 

生活・地域サービス関連事業部門 85,083,229 33.3 

セグメント間の売上 △ 55,356,078 － 

合計 308,857,508 9.7 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前期比(％) 

情報システム関連事業部門 41,384,741 △ 8.7 

企業サプライ関連事業部門 248,607,813 15.5 

生活・地域サービス関連事業部門 74,047,980 16.0 

セグメント間の売上 △ 55,183,027 － 

合計 308,857,508 9.7 



第５ 【経理の状況】 

１ 【連結財務諸表等】 

（1）【連結財務諸表】 

【事業の種類別セグメント情報】 

（訂正前） 

当連結会計年度(自2005年４月１日 至2006年３月31日) 

  

  

 

      情報システム 
関連事業部門 

(千円) 

企業サプライ 
関連事業部門 

(千円) 

生活・地域
サービス 

関連事業部門
(千円) 

計
(千円) 

消去又は 
全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び 
営業損益 

            

  売上高             

  (1) 外部顧客 
に対する 
売上高 

40,403,984 194,846,470 73,607,053 308,857,508 － 308,857,508 

  (2) セグメント 
間の内部 
売上高又は 
振替高 

979,980 42,899,922 11,476,175 55,356,078 (55,356,078) － 

  計 41,383,965 237,746,392 85,083,229 364,213,587 (55,356,078) 308,857,508 

  営 業 費 用 39,255,748 232,862,824 83,225,550 355,344,122 △54,079,115 301,265,006 

  営 業 利 益 2,128,217 4,883,568 1,857,678 8,869,464 (1,276,963) 7,592,501 

Ⅱ 資産、減価 
償却費及び 
資本的支出 

            

  資産 12,425,669 79,910,932 27,298,254 119,634,855 11,595,032 131,229,887 

  減価償却費 225,294 2,307,319 1,528,194 4,060,807 29,127 4,089,935 

  資本的支出 119,701 2,171,155 2,059,343 4,350,200 82,121 4,432,321 

(注) 1. 事業区分は、ユーザーの視点に立った販売市場の類似性によっております。 

  2. 各事業区分の主要な商品または事業内容 

    事業区分 主要な商品または事業内容 

    情報システム関連事業部門 情報機器・ソフトウェア・保守サービス 

    企業サプライ関連事業部門 半導体・建設資材・ゴンドラ機械・石油製品・眼鏡フレーム・リース

事業 

    生活・地域サービス関連事業部門 ケーブルテレビ・インターネット・自動車販売・生コンクリート・ガ

ソリンスタンド・プロパンガス 

  3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,276,963千円であり、その主

なものは提出会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  4. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、11,595,032千円であり、その主なものは提

出会社における余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係

る資産等であります。 



（訂正後） 

当連結会計年度(自2005年４月１日 至2006年３月31日) 

  

  

      情報システム 
関連事業部門 

(千円) 

企業サプライ 
関連事業部門 

(千円) 

生活・地域
サービス 

関連事業部門
(千円) 

計
(千円) 

消去又は 
全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

Ⅰ 売上高及び 
営業損益 

            

  売上高             

  (1) 外部顧客 
に対する 
売上高 

40,407,103 206,268,311 62,182,093 308,857,508 － 308,857,508 

  (2) セグメント 
間の内部 
売上高又は 
振替高 

977,638 42,399,502 11,865,886 55,183,057 (55,183,027) － 

  計 41,384,741 248,607,813 74,047,980 364,040,535 (55,183,027) 308,857,508 

  営 業 費 用 39,236,474 243,664,978 71,927,575 355,829,028 △53,564,022 301,265,006 

  営 業 利 益 2,148,267 4,942,835 2,120,404 9,211,506 (1,619,005) 7,592,501 

Ⅱ 資産、減価 
償却費及び 
資本的支出 

            

  資産 12,425,669 79,910,932 27,298,254 119,634,855 11,595,032 131,229,887 

  減価償却費 225,294 2,307,319 1,528,194 4,060,807 29,127 4,089,935 

  資本的支出 119,701 2,171,155 2,059,343 4,350,200 82,121 4,432,321 

(注) 1. 事業区分は、ユーザーの視点に立った販売市場の類似性によっております。 

  2. 各事業区分の主要な商品または事業内容 

    事業区分 主要な商品または事業内容 

    情報システム関連事業部門 情報機器・ソフトウェア・保守サービス 

    企業サプライ関連事業部門 半導体・建設資材・ゴンドラ機械・石油製品・眼鏡フレーム・リース

事業 

    生活・地域サービス関連事業部門 ケーブルテレビ・インターネット・自動車販売・生コンクリート・ガ

ソリンスタンド・プロパンガス 

  3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,619,005千円であり、その主

なものは提出会社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

  4. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、11,595,032千円であり、その主なものは提

出会社における余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係

る資産等であります。 
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